
Journal of High Performance Sport 6(2020)174-188

174

研究資料

スポーツ界におけるエビデンス・ベースト・ポリシー・メイキングの構築に向けて：
COVID-19 におけるWHOのスポーツ界への影響力から
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Ⅰ．はじめに

年 12 月末、中国湖北省武漢市において原

因不明の肺炎が発生し、瞬く間に世界中へと広

がった。この感染症について世界保健機関（ ）

は、2020 年 1 月 30 日に国際的な公衆衛生上の緊

急事態を宣言し、2 月 11 日に新型コロナウイル

スの正式名称を - と命名した。その後、

3 月 11 日に は - の世界的な大流

行をパンデミックであると発表したが、既に 114

カ国と地域に広がった後であった。

がパンデミックを宣言したのは、 年

に大流行した 型インフルエンザ（新型イン

フルエンザ）以来である。当時、世界中の人々が

パニックになり、至るところで大混乱が起きた。

しかし、その後の調査で新型インフルエンザは致

死率が高くないことが判明し、現在では毎年ワク

チン接種により安全が保たれている。これらのこ

とから、当時 が行なった新型インフルエン

ザ流行時のパンデミック宣言は、世界中の批判の

的となった 1),27)。それが、今回の - にお

けるパンデミック宣言発令を遅らせた原因の一つ

であった可能性は考えられる。

年に設立された は、国際連合（ ）

の中にあって保健について指示を与え調整する機

関である。その中でも世界的な健康に関する研究

課題を作成し、規範や基準を設定する役割を担っ

ている。さらに、根拠に基づく政策選択肢を明確

にし、加盟国へ技術的支援を行い、健康志向を監

視、評価する役割もある ）。

前述の機能と役割に基づき は、研究に基

づいた - に関する提言を数年前から行

なっていた。しかし、このことが表面化したのは、

パンデミック宣言をしたかなり後である。

一方、今回の - による影響は、世界

中の多くの分野に甚大な被害をもたらしている。

その中でスポーツへの影響も少なくない。特に各

国のプロフェッショナルリーグ、各競技団体の世

界選手権、ワールドカップ、そして 2020 年東京

オリンピック・パラリンピック競技大会（東京

2020）等も中断や延期を余儀なくされた 40),43)。

スポーツ界では活動の再開に向けた様々な案が

検討されたが、医療崩壊への懸念から都市のロッ

クダウン、経済の暴落、社員の解雇等、社会を

取り巻く環境の変化等、再開には多くの時間を

要した。また、スポーツ活動の再開に向けては、

の情報を基にガイドラインを作成し再開に

向けた活動を後押しする組織が多く見られた。前

述の各国プロフェッショナルリーグ、国際競技連

盟（ ）、オリンピックトレーニングセンター等が、

それにあたる。

日本においては、J リーグやプロ野球機構が

ガイドラインを作成し再開に向けて動きだした。

オリンピック、パラリンピック関係では、ハイ

パフォーマンススポーツセンター（ ）がガ

イドラインを作成し活動再開の推進役となった。

はナショナルトレーニングセンター二つ

（ウエスト、イースト）と国立スポーツ科学セン

ター（ ）を有している。中でも は、スポー

ツ科学、医学、情報の支援と研究からアスリート

をサポートする機関である。

今回の日本の - 下におけるスポーツ

界の対応は、科学的根拠に基づく判断と決断の重

要性を改めて考える機会となった。そこで本稿で

は、二つの点に焦点を当てることを目的とした。

一つは、 - における の提言と一連

の活動について明らかにすることである。二つめ

は、日本の政策立案と評価において推進されてい

るエビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング

（EBPM）をスポーツ政策に導入するための一助

とすることである。

Ⅱ．COVID-19 の流行が 

スポーツ界へ与える影響の一端

- は飛沫等により人から人へ感染する

可能性があることから、人の集合、移動、距離を

制限することが感染防止対策の基本とされた。こ

れら三つの要件が重なるスポーツ活動やイベント

は、クラスター発生の可能性が高いことから、世

界的にイベントの延期・中止や施設の一部あるい

は全面閉鎖を余儀なくされた。また、 -
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がハイパフォーマンスアスリートに与える身体

的・精神的な影響を考慮し、スポーツ活動再開時

には、感染防止対策だけでなく適切なリコンディ

ショニングによる傷害リスクの軽減などを含むガ

イドラインの策定が必要であった。

1 ．スポーツイベントの延期・中止

東京 2020 の一年延期が決定した 3 月 24 日まで

に中止・延期・開催地変更・及び各種制限（無観

客等）などの影響を受けた国際スポーツイベント

は、世界選手権 40 大会や大陸選手権 45 大会を含

む 件以上にのぼる（図 1）。 が 3 月 11

日にパンデミック宣言を公表した翌日には、それ

まで一桁で推移していた国際スポーツイベントの

中止が 件、延期が 件と急激に増加したこと

からも、 の動向がスポーツ界の様々な判断

材料となっていたことが伺える。3 月 16 日には、

ロンドンで開催されたボクシングの東京 2020 欧

州予選大会が打ち切りとなるなど、オリンピック・

パラリンピック競技大会の出場資格に関わる大会

にも多大な影響が出た。そして、最終的に、国際

オリンピック委員会（ ）と日本国政府、東京都、

および組織委員会の合意のもと、オリンピック史

上初となる東京 2020 の一年延期が 3 月 24 日に決

定するに至った。

2 ．練習・トレーニング環境へのアクセス制限
- の拡大国・地域では政府による都市

封鎖や自粛要請により物理的な人の移動が制限さ

れ、各種スポーツ施設の一部あるいは全面的な閉

鎖が相次いだ。ハイパフォーマンスアスリートが

日々練習やトレーニングをしている施設も例外で

はない。

日本国政府は、4 月 7 日に緊急事態宣言を発出

し、東京都は運動・遊技施設の使用や催物開催の

停止を要請した。これに準拠する形で、独立行政

法人日本スポーツ振興センター（JSC）は関係組

織と慎重な協議を重ね、 の閉鎖を決定した。

一方で、アスリート、コーチ、スタッフの安全と

健康を守ることが最優先であることから、日本だ

図１．国内外の主な動向と国際スポーツイベント中止・延期・開催地変更等の合計数推移
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けでなく世界各国の中核拠点の多くが一部あるい

は全面閉鎖を余儀なくされた（表 1）。

3 ．アスリートへの身体的・精神的な影響の一端
- によって、国内だけでなく世界中の

ハイパフォーマンスアスリートが一定期間通常の

練習、トレーニング、試合の中断という状況に陥っ

た。6 月に公表された の調査では、アスリー

ト（3, 名）の 56% が効果的なトレーニングの

実施が困難と回答している 11)。自粛期間中に十分

かつ適切なトレーニングの実施が難しい状況下で

は、多くのアスリートがなんらかのディトレーニ

ングの状態にあったと考えられる。ディトレーニ

ングとは、「アスリートが継続してきたスポーツ

トレーニングを中止・一時中断することで、その

トレーニング効果が部分的あるいは完全に消失す

る現象」を指す 33)。アスリートのディトレーニン

グは、 - によってネガティブに生じる最

も大きな余波の一つであると考えられている 15)。

ディトレーニングは、様々な生理学的なシステム

（例：神経筋、心血管、呼吸器、骨格筋）に影響

を及ぼし、結果的に身体能力（例：筋力とパワー、

持久力、スピードもしくは柔軟性）に変化をもた

らす 10),15)。特に、筋腱の構造、筋力の発揮、筋の

表１．国内外の強化拠点の閉鎖状況の一端
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動作に関わる関節等への影響が認められることか

ら、もしスポーツの特性を考慮して適切にリコン

ディショニングができない場合は、パフォーマン

スの低下だけでなく、靭帯断裂あるいは筋肉損傷

などの傷害のリスクを大幅に高める可能性も指摘

されている 40)。

一方、社会的な孤立、キャリア形成上の混乱、

東京 2020 選考プロセスに関する不確実性、最善

のトレーニング環境やコーチ・トレーニングパー

トナー・サポートスタッフへのアクセス制限など

によって生じる、モチベーションの低下、アスリー

トのメンタルヘルスやウェルビーイングへの影響

に関する懸念も高まった 42)。例えば、 の調査

結果によると、50% のアスリートがモチベーショ

ン維持に苦慮しており、32% がメンタルヘルス

の維持とスポーツキャリアのマネジメントに懸念

を示したことが報告されている 11)。さらに、全米

大学体育協会（NCAA）のアンケート調査では、

メンタルヘルスの中でも「やるべきことすべてに

打ちひしがれている」（男性 31%、女性 50%）が

最大の懸念であり、3 割以上（男性 31%、女性

42%）が不眠を経験していることが明らかになっ

た 。また、スポーツ心理学者らは、東京 2020

延期決定によるアスリートの精神的・心理的な影

響についても言及した。延期決定前は、トレーニ

ングや試合が中断によってアスリートは不安な状

況に陥ったとされる 42)。しかし、東京 2020 の延

期が決まると、大会の形式、出場資格の維持、選

考基準や方法の変更などが不確定な状態で、ピー

クパフォーマンスに向けたシナリオを描き、それ

に基づくトレーニングやコンディショニングの組

み立てを検討しなければならなかった。この時期

に体系的なガイダンスとサポートがない場合、ア

スリートは、予期できない中で自分自身のトレー

ニングの不足と方向性の不透明さを認識し、心理

的なストレスを受けるだけでなく場合によっては

精神的疾患に苦しむリスクが伴うとの見解が示さ

れた 42)。

4 ．スポーツ活動再開に向けたガイドラインの策定
- の感染者数の推移が比較的早く下降

し安定すると、政府は緊急事態宣言の解除を行う

ことになる。その後、スポーツイベントの再開が

許可されると、プロフェッショナルスポーツ等で

は短期間のうちに複数の試合や大会が過密になる

ことが予想された。 - の全容が科学的に

解明されていない現状で、臨床的な視点からは、

感染防止や対策における確実なコントロールが可

能になる前にスポーツ活動を再開することは時期

尚早だとの考え方もあった 6)。一方で、前述のよ

うなアスリートへの様々な影響やパフォーマンス

向上を考慮するとトレーニングの中断期間を最低

限に抑える必要があることも指摘されている 43)。

このような状況下でのスポーツ活動の再開に向け

ては、アスリートの身体的・精神的な健康を守り、

安全にスポーツ活動を再開するためには、適切な

感染防止対策に加え、怪我の防止や精神疾患のリ

スク対策を講じる必要があった。
- と近いケースでは、2011 年 3 月 12

日から 7 月 25 日にかけてアメリカのナショナル・

フットボール・リーグ（NFL）の労使協定決裂を

原因としたロックアウトによりアスリートが練習

施設への立ち入り禁止になるなど通常とは異なる

オフシーズンとなった事例が挙げられる。その際、

トレーニングや試合が再開された後のシーズン

で、アキレス腱の怪我が増加したという報告があ

る 40)。また、 - の状況下で、5 月 16 日

という早期に再開したドイツ・ブンデスリーガで

は、過密日程での試合が行われ負傷者の数は中断

以前に比べて 3 倍に増えたとの研究結果が報道さ

れた ）。

これらの情報から、ハイパフォーマンススポー

ツの中核拠点である は、5 月 20 日に「新

型コロナウイルス感染症（ - ）対策とし

てのスポーツ活動再開ガイドライン（ 版）」
32) を公表した。その内容は、 等におけるス

ポーツ活動やトレーニングの再開にあたって、感

染防止対策や怪我の防止、栄養、心理等の取組み

に焦点を当てたものとなっている。これは、水泳、
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レスリング、陸上、フェンシング、カヌー、バド

ミントン、ボート、ハンドボール等、競技団体の

スポーツ活動再開のためのガイドライン策定過程

で広く参照されたことから、 は日本のハイ

パフォーマンススポーツの再開における推進役を

担ったと言える。

Ⅲ．COVID-19 の状況下における 

WHOと IOCの関係性

各競技を統括する立場である は、6 月 日

までに 15 団体が 件のスポーツ活動・イベント

再開に向けたガイドラインを公表した。このう

ち少なくとも約 （14 件）は、 の各種ガ

イドラインやリスクアセスメントツール

等の資料を参照していることが明らかになった

（表 2）。これには、 と との関係性が大

きく影響していることが考えられる。
- が世界各国に拡大していく中で、

は常に の情報や専門的知見を重要視し

てきた。東京 2020 の一年延期に際しては、バッ

ハ会長の公式記者会見にて何度も の助言に

従う趣旨の発言が繰り返されたことは周知の通り

である。 は、2 月中旬に、 - の対策

を目的としたタスクフォースの設置を公表した。

構成員の中には東京都、大会組織委員会とともに

が含まれている。2 月 20 日には、 医事・

科学部門から 医事委員会委員長宛てに

からの助言等を記載した書簡を送付し、その翌日

には、 が加盟団体に対して による更新

情報、渡航への助言、東京 2020 関連情報、大会

等の中止・延期の情報を記載した書簡を送付した。

さらに、5 月 日には、 がスポーツディレク

ターとメディカルディレクターの連名で、 に

対して の基準に基づき、アスリートや各国

国内競技連盟（NF）に向けたスポーツ活動再開

及び大会開催のガイドライン策定を推奨する書簡

を送付している 12）。結果的に、オリンピック競

技の が策定したガイドラインの多くは、

の資料を参照することになった。これらのこと

からもオリンピックスポーツを統括する が

の情報を参照し助言を遵守する流れが生ま

れていたことが理解できる。

表２．オリンピック競技のIFガイドラインとWHOの各種資料参照状況一覧（6月8日時点）
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このように、 - の流行がスポーツ界に

多大な影響を及ぼす中で、 は との関係

性を戦略的に強化してきた。5月16日には、スポー

ツを通じた健康促進を目的とした連携協定を締結

しており、今後は - の感染防止対策だけ

でなくさらに広範囲での連携活動が見込まれる。

Ⅳ．WHOの研究開発・ネットワーク機能

1 ．  &  

には、国際的な研究による科学的情報の

生成を促進し広範囲に渡る情報データの共有を図

るとともに治験薬やワクチンの評価を加速するた

めの計画「 &  」とこれを推進するチー

ムが存在する。しかし、このことはスポーツ界で

はほとんど知られていない。

は、 - の発生を受け、2 月には

国際会議（Global  ）を開催し、科

学的情報生成の加速につながる優先的研究の特定

と、これまでの研究による科学的データの共有を

図った 。この会議での議論や合意事項を踏まえ

て、3 月には「新型コロナウイルスに関するグルー

バルリサーチロードマップ」を公表した。 &  

の科学諮問グループはこの過程でも助言

を提供している。

 &  が創られた発端は、2013

年から 2016 年にかけて西アフリカで流行したエ

ボラ出血熱の対策と、そこから得た教訓によるも

のである。 は、エボラ出血熱発生時に、国

を超え、科学・倫理・規定・産業などの枠組みを

束ねた上で、助成金の拠出団体と連携して総合的

なアプローチによる研究開発を実施するという前

例のないグローバルな取組みを推進した 。この

経験を通して、緊急事態において各分野の専門家

や団体が有機的に連携することで研究開発を加速

することが可能であることを実証した。一方で、

エボラ出血熱のウイルスは、その 40 年以上前に

特定され、サハラ以南のアフリカで数回に渡り発

生しており、軍主導で何年も研究がなされていた

が、予防対策を講じられなかったことが教訓と

なったとされる 47)。このことから、再び新たな感

染症が起こる前に備えとしての研究開発を推進す

るとともに効果的な連携の枠組みを整備する必要

性が謳われた。2015 年 5 月の世界保健総会で

の加盟国による要請を受け、 は世界的な疫

病の感染脅威や流行への予防対策を目的として

2016 年 5 月に &  を設置した 23)。

&  のチームは、すでに多くの政府、

研究機関、助成団体等が連携、助成、研究を実施

している中で重複を避け、それらのインパクト

を最大限化する役割を担う 16)。そのために実施

してきた活動の焦点は、効果的なガバナンスと

コーディネーションの枠組構築、研究開発プロセ

スの加速、及び状況に適応した新たな基準や標準

の開発を支援することである 17)。つまり、 &  

は、感染症発生後の対策を加速させるだ

けでなく、事前に次の感染症への備えるための研

究開発促進と国際連携のコーディネーションを目

的として創られたと考えられる。

2 ．不測の事態を想定し未来を見据えた科学的な

根拠に基づく準備の重要性

 - は、2003 年の重症急性呼吸器症候

群（ ）、2012 年の中東呼吸器症候群（ ）

に続き、コロナウイルスを起源とする 3 回目のパ

ンデミックとなる。一部メディアでは、アメリカ

のジョンズ・ホプキンス大学が約 2 年前に次のパ

ンデミックを引き起こす病原体としてコロナウイ

ルスに着目しワクチンの備えを提唱していたと報

じた 34)。実際に、ジョンズ・ホプキンス大学は、

年 5 月に公表したパンデミック報告書「Char-

acteristics of Pandemic Pathogens」14) において、地

球規模の破滅的な生物学的リスク（ ）の脅

威に備えるには、柔軟性を伴う焦点化アプローチ

を取るべきとし、パンデミックを引き起こす可能

性が最も高い病原体は呼吸器経路を辿って拡大す

る ウイルスで、そのうちインフルエンザと

コロナウイルスのみが該当すると指摘した。また、

ウイルスはインフルエンザ以外のワクチン

が存在しないことから、コロナウイルスに対する

ワクチン開発の優先順位が高まっていると指摘し
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ている 16)。

一方、 も、 年 2 月に実施した &  

の研究開発で優先的に取り組むべきリス

ト（プライオリティリスト）を年次で見直すため

の検証会議にて、 や 以外の高病原性

コロナウイルス疾患について議論していたことが

記録されている 22)。実際に、2017 年 月から 12

月にかけて、専門家らが事前に追加で検討すべき

だと提案した疫病の中に や 以外の

高病原性コロナウイルス疾患が含まれていた 4)。

しかし、最終的には追加には至らず、「主要な公

衆衛生上のリスクをもたらし、監視や診断など、

さらなる研究開発が必要である。注意深く監視し、

次の年次レビューで再度検討する必要がある。そ

れらを理解し緩和するための暫定的な措置が推奨

される」46)（P.2）と明記された。また、プライオ

リティリストに記載された疫病 X（ -X）は、

未知の疫病すべて、あるいは既存の疫病の変異を

指すことから、 - が当てはまるとの見解

もある ）。

は、プライオリティリストに関して、次

に流行する感染症の予測を意図するものではない

としている 23)。しかし、 年にジョンズ・ホ

プキンス大学の報告書よりも前に研究開発のプラ

イオリティリストへの追加対象として議論されて

いたこと、そして最終的に含まないという判断が

下されたことは事実である。 - は、

と をベースにしたワクチン開発が臨床試験

を加速させ、通常最短でも 5 年かかるワクチン

の開発が、1 ～ 2 年間に短縮されると言われてい

る（2020 年 5 月 14 日時点で人への治験に進んだ

種類のワクチンのうち 3 つがこの手法である）
4),41)。このことから、2 年前にワクチン開発を始

めていれば - の感染拡大に備えることが

可能であったのではないかとの指摘もある。
- によって世界に甚大な被害がもたら

された要因は複数あり、一概に結論づけることは

できないし、本稿の意図するところではない。一

方で、今回、世界中で大流行した - の

事象は、改めてどの分野においても不測の事態を

想定し未来を見据えて科学的な根拠に基づき準備

をすることの重要性を考えさせられた。そこでス

ポーツ界においても、研究とエビデンス・ベース

トの政策形成の重要性について検討することは必

要であり、十分に価値ある課題である。

3 ．エビデンス・ベーストの情報収集・発信及び

ネットワークの重要性

人類にとって未知のウイルスに直面する中で、

どの分野においても政策・施策の意思決定者らは、

常に正確な情報とエビデンスに基づく判断に迫ら

れていた。一方で、 が - に関する

誤報や偽情報が出回るインフォデミックについて

警笛を鳴らすほど注意が必要とされている 3)。そ

こで、 は、 &  にて、複数の学

術的ジャーナルや研究機関と連携し、 -

関連の研究論文をオープンアクセスにするととも

に、それらを一元化したデータベースを構築・提

供した。

ハイパフォーマンススポーツにおいても、諸

外国のスポーツ統括団体や政府系スポーツ機関

が、 を含む各所の情報を一元的に集約しア

スリートや競技団体、その他関係者に向けて情報

発信をする動きが見られた 。また、スポー

ツ統括団体の共通する動きとして、正確な情報の

収集・集約・生成における国内外のネットワーク

の活用が顕著であった。例えば、国立スポーツ

科学センター（ ）がアジア大陸理事を務める

国際スポーツ強化拠点連合（ASPC）は、各国ハ

イパフォーマンススポーツセンター間で方針や

取組の情報共有を頻繁に実施した。また、JSC が

議長を務めるアジアスポーツ強化研究拠点連合

（ ）は、加盟団体によるオンライン会議を開

催し現状の共有を図った。一方、国内でも、アメ

リカ、イギリス、オーストラリア、カナダ、ドイ

ツ等の複数国で、ハイパフォーマンススポーツに

関わる統括団体（政府、政府系スポーツ機関、中

核拠点、オリンピック・パラリンピック委員会等）

間及び国内の感染症研究所や情報センター等との

連携を通した情報収集により意思決定を行なって
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いたことも我々の調べで明らかになった。

JSC は、国際的なネットワークを有する情報・

国際部が、国内外スポーツイベントの中断・延期、

各国政府系スポーツ機関や強化拠点における渡航

制限、意思決定・判断基準、強化拠点の感染防止

対策や行動指針、閉鎖・再開状況、国内外連携体

制、特別対策整備状況、情報発信方策、国際機関

の対応状況、及び再開に向けた段階的な対応方針

（ガイドライン等）など、非公開情報を含めた多

岐に渡る情報収集を行い、 に共有していた。

は、閉鎖期間中に、臨時特設サイトを設置

し、アスリートや競技団体に対する様々な情報を

集約・発信した（4/ -5/31: ,020 アクセス）。さ

らに、スポーツ庁や、 、JPC 等への情報提供

など国内における連携も図った。

一方で、 - の状況下において活用でき

るハイパフォーマンススポーツの研究が不足して

いることは明らかである。例えば、ディトレーニ

ングの研究は複数あるが、エリートスポーツにお

ける文献は限られており、さらにそれらは怪我を

した後やオフシーズンの影響などの文脈に集中し

ている 40)。アスリートのメンタルヘルスは、

年以降、 を始めとする各関連団体が意見表明

や合意声明を提示するなどその重要性について

の指摘がその動きを加速させているが、ハイパ

フォーマンススポーツにおける研究に関しては、

科学的なエビデンスに偏りと限りがある 。ま

た、 の - に関するデータベースに

掲載されている英語論文 32,047 件のうち、「sport」

36 件、「sports」47 件、「athletes」17 件、「 」

111 件等とそれほど多くはない（6 月 16 日時点）。

科学的根拠が不足する中で、アスリートやコーチ

だけでなく、スポーツ医・科学分野の研究者やサ

ポートスタッフにとってもこれまで直面したこと

のない新たなチャレンジとなっていることは間違

いないだろう。
- については、完全な収束よりもウイ

ルスと共存しながら新しい常態（ニューノーマル）

に備えるという社会的な考え方が出てきている。

その中で、 - がスポーツに与える影響に

ついて長期的な観点からの研究は始まったばかり

である。今後は、パンデミック後の将来的なスポー

ツの役割、スポーツ組織の構造、アスリートや関

係者の生活、将来的なコーチングなどで起こる

様々な変化に備えるための研究も必要となる 7)。

Ⅴ．スポーツ界におけるエビデンス・ベースト・

ポリシー・メイキング（EBPM）の構築

- による影響下において、前述の通り

が &  の設置を契機として、よ

りエビデンス・ベーストの様々な提案を行ってき

たことは明白な事実である。一方で、ハイパフォー

マンススポーツの分野においては、科学的根拠に

基づく実践的な対策が不足していることが課題で

あることが明らかになった。そこで今後の不測の

事態や新たなパンデミック等の様々な変化に備え

て、スポーツ界においてもエビデンス・ベースト

の対策を検討することは必要である。特に、国を

上げての対策として、政策的な観点からの提案は

必須条件となるであろう。そこで、ここではスポー

ツにおけるエビデンス・ベーストの政策立案につ

いて考えていきたい。

イギリス、アメリカにおいて 2000 年代前後か

らエビデンス・ベースト・ポリシー・メーキング

（EBPM）という証拠に基づく政策形成の重要性

が唱えられ実行に移されてきた。中でもイギリス・

ブレア政権の白書「政府を近代化する」は、その

根源だと言われている 37)。

一方、日本の政策立案については、確かな証拠

に基づかず政策を決めてしまうというエピソー

ド・ベースが主体であったと言われてきた 。

また、「勘と経験と度胸（ ）」に基づくとさ

え呼ばれるような曖昧で不透明な政策形成過程を

見直し、典型的には数量的に把握することのでき

る客観的な証拠（エビデンス）に基づいた評価を

行うことについても指摘されている 36)。

そこで日本においても、EBPM を政策立案過程

に導入するための研究を内閣府が主導し実施して

いる。中でも EBPM をいち早く導入したイギリ

スを対象とした研究では、最低限クリアすべきス
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テップについて、1）データの確実性と正確な議

論の記録の確保照会、2）論理的かつ整合的な検討、

3）単なる相関関係や思い込みでなく、正しい因

果推論に基づいた分析としている 26)。

ただ、EBPM に必要なデータを入手することが

困難な場合が多いことについても指摘がある。例

えば、遺伝資源へのアクセスと利益配分（ABS）

や生物多様性保存の分野では、データを入手する

ことが困難な場合が多く、エビデンスを得るため

の分析の実施は容易でない 44)。これらことから

EBPM の導入には、統計データ等の収集と分析そ

して活用の制度を構築する必要があることが理解

できる。

その後、日本では、2017 年 5 月に出された「統

計改革推進会議最終取りまとめ」25）と「世界最

先端 国家創造宣言・官民データ活用推進基本

計画」24）において、EBPM の重要性及びそのた

めの統計データ等の改善の必要性について言及さ

れた。さらに、実践の取組みとして「三本の矢」、

すなわち行政事業レビュー、政策評価、経済・財

政再生計画の点検・評価を通じて EBPM の実践

を進めることが目指されることになった 37)。

政策・施策・事業の立案から実行、そして評価

に至る過程において、因果関係を論理的に説明す

るために考案されたのが、ロジックモデルである。

ロジックモデルは、資源（インプット）、活動（ア

クティビティ）、直接の結果（アウトプット）、成

果（アウトカム）、最終的な影響（インパクト）

によって構成される 13)。現在、日本における政策

評価では、このロジックモデルを活用した報告書

が多く見受けられるようになってきた。さらに、

EBPM の考え方に基づく政策立案を取り入れる分

野も多くなってきた。

一方、スポーツ政策という分野に目を向けると

研究領域において EBPM に関する文献はほとん

ど見当たらない。また、科学的エビデンスに基づ

くスポーツ政策形成の必要性についての議論は始

まったばかりである。例えば、日本学術会議は、

スポーツ庁長官の審議依頼を受けて、 年 11

月 日に「科学的エビデンスに基づくスポーツ

の価値の普及の在り方に関する委員会」31）を設

置した。ここでは、これからのスポーツのあり方

を展望する最新の科学的エビデンスや知見を整理

すると共に、EBPM を推進するための体制整備に

関する検討も行うこととされた。多岐に渡る議

論を経て、2020 年 6 月 日には、「科学的エビ

デンスを主体としたスポーツの在り方 -Evidence 

Based Sports for   （ ）-」
30）を政策提言として取りまとめた。

しかし、前述の通り EBPM が政策立案として

導入されるためには、各分野の統計データ等の収

集と分析そして活用の制度を構築することが必須

条件となっている。現状では、スポーツ全般の領

域を包括するデータベースや収集と分析を行う機

関は存在しない。ただし、一部のプロフェッショ

ナルスポーツ（野球、サッカー、ゴルフ、テニス等）

は、それぞれの統括組織、球団、民間企業がデー

タを活用したビジネスを展開しているためこの限

りではない。それ以外のスポーツ分野では、オリ

ンピック・パラリンピックを主体として支援して

いる が EBPM に基づく政策立案の可能性を

有していると考えられている。実際に、日本学術

会議の提言においては、科学的エビデンスとして

収集されたデータを に一元化し、必要とす

る関係者間で共有して包括的分析を可能とする体

制整備の必要性について明示している 30）。

の重要な機能である  は、オリンピッ

クに関わるアスリートやチームをスポーツ科学・

医学・情報面から支援と研究によって支える目的

で 2001 年 10 月に設立された組織である。さら

に、2014 年度に障害者スポーツに関する事業が

厚生労働省から文部科学省に移管されたことを受

けて、パラリンピックの支援・研究についても

が関わるようになった。さらに、2017 年度

より自然科学系だけでなく人文社会学系も

の研究領域として新たに設置した。また 年

度からは、世界一を競い合うレベルのアスリート

が発揮する卓越したパフォーマンスに焦点を当て

て行う「ハイパフォーマンススポーツ研究」を中

心に添えることが方針として決定された 20)。
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当初から では、フィットネスチェック

（FC）、メディカルチェック（MC）、各種トレー

ニング、コンディショニング、暑熱対策などの様々

な支援活動を通じてデータの収集を行ってきた。

しかし、それらは事業ごとに集約され、違う事業

で得たデータを掛け合わせて使われることがほと

んど無かった。一方で、 にはハイパフォー

マンス戦略部（ 戦略部）が と連携し、全

国をエリアに分けて地域の競技別強化拠点、ス

ポーツ医・科学センター、大学等と、スポーツ科

学、医学、情報の支援と研究におけるネットワー

クを構築し推進する事業も行っている。その中

で、 と 戦略部等が実施した事業内容をパッ

ケージ化（テキスト、研修、認定）して広く国民

への還元を考え実行の準備がなされている 21)。そ

こでそれらのデータの一元管理とそれぞれのデー

タを掛け合わせて活用すること、さらには地域と

のネットワーク化を見据えて 内に新しい

データベースを 年 4 月に構築した。

前述の日本学術会議における提言からも理解で

きるように、スポーツにおいても科学的なエビ

デンスに基づく政策立案の必要性が高まってい

る 31）。これを受け、今後は、 がこれまで蓄

積してきたデータを元に に設置した新デー

タベースを活用し、EBPM の考え方に基づいてこ

れまで実施されてこなかったスポーツ庁の政策立

案過程への提言も求められる可能性がある。

Ⅵ．まとめ

- による世界的な被害は、いまだに収

まる気配がない。その中で の各国の政策に

及ぼす影響力が、多大であることが明らかになっ

た。それは、スポーツ界においても同様であり、

や は常に の情報や専門的知見を重

要視してきた。さらに、各スポーツ組織が活動

再開のために作成したガイドラインについても、

の影響は大きいことが調査で明らかになっ

た。

は感染症対策における研究開発・ネット

ワーク機能として、 &  を有している。

アメリカのジョンズ・ホプキンス大学や &  

は、科学的な根拠に基づいて不測の事態

を想定し未来を見据えた準備の重要性を警告する

研究機能を有していると言えるであろう。今回の
- の事象は、そのことを改めて考えさせ

られる機会となった。

スポーツ界においても、研究とエビデンス・

ベーストの政策形成の重要性について検討するこ

とは大きな課題の一つとなっている。スポーツ界

は に新しく設置されたデータベースを活用

し、EBPM の考え方に基づいて政策立案過程に関

与していくことが求められる可能性がある。
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